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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】高密度音響アレイを接続するための改善された
超音波プローブを提供する。
【解決手段】端面に電極が設けられた複数の音響素子２
０２を二次元状に配列して形成され、前記複数の電極が
第１の面において所定の密度で配列された音響素子アレ
イと、前記音響素子アレイが積層され、前記第１の面の
少なくとも第１の領域に対応する前記複数の電極から、
前記所定の密度より低い第１の密度を持って１対１の対
応を維持しながら電気配線を配分する第１の電気的接続
手段を有する第１のインターフェースデバイス２２０－
２と、を具備する超音波プローブ。
【選択図】図４Ｂ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　端面に電極が設けられた複数の音響素子を二次元状に配列して形成され、前記複数の電
極が第１の面において所定の密度で配列された音響素子アレイと、
　前記音響素子アレイが積層され、前記第１の面の少なくとも第１の領域に対応する前記
複数の電極から、前記所定の密度より低い第１の密度を持って１対１の対応を維持しなが
ら電気配線を配分する第１の電気的接続手段を有する第１のインターフェースデバイスと
、
　を具備することを特徴とする超音波プローブ。
【請求項２】
　前記第１のインターフェースデバイスは、前記複数の音響素子の配列間隔或いは前記複
数の音響素子の形状を維持するための所定の剛性を有する請求項１記載の超音波プローブ
。
【請求項３】
　前記第１の領域は前記第１の面の中央領域を囲む周辺領域であり、
　前記第１の電気的接続手段は、前記第１の領域に対応する前記複数の電極から、前記第
１の面の外側に向かって前記電気配線を配分すること、
　を特徴とする請求項１又は２記載の超音波プローブ。
【請求項４】
　前記第１のインターフェースデバイスは、前記第１の面において前記第１の領域とは異
なる第２の領域に対応する前記複数の電極から、前記所定の密度、又は前記所定の密度よ
り低い第２の密度を持って１対１の対応を維持しながら電気配線を配分する第２の電気的
接続手段をさらに有することを特徴とする請求項１乃至３のうちいずれか一項記載の超音
波プローブ。
【請求項５】
　前記第１の電気的接続手段のそれぞれから、前記第１の密度より低い第３の密度を持っ
て１対１の対応を維持しながら電気配線を配分する第３の電気的接続手段を有する第２の
インターフェースデバイスをさらに有する請求項１乃至４のうちいずれか一項記載の超音
波プローブ。
【請求項６】
　前記第２の領域は前記第１の面の中央領域であり、
　前記第２の電気的接続手段は、前記第２の領域に対応する前記複数の電極から、前記音
響素子アレイの積層方向に沿って前記電気配線を配分すること、
　を特徴とする請求項１乃至５のうちいずれか一項記載の超音波プローブ。
【請求項７】
　前記第２の電気的接続手段から、前記第２の密度より低い第３の密度を持って１対１の
対応を維持しながら電気配線を配分する第３の電気的接続手段を有する第２のインターフ
ェースデバイスをさらに有する請求項１乃至５のうちいずれか一項記載の超音波プローブ
。
【請求項８】
　前記第３の電気的接続手段は、前記第１のインターフェースデバイスの前記音響素子ア
レイが積層された面に形成されていることを特徴とする請求項７記載の超音波プローブ。
【請求項９】
　前記第３の電気的接続手段は、前記第１のインターフェースデバイスの前記音響素子ア
レイが積層された面と反対側の面に形成されていることを特徴とする請求項７記載の超音
波プローブ。
【請求項１０】
　前記第３の電気的接続手段は、前記第１のインターフェースデバイスの前記音響素子ア
レイが積層された面と当該面と反対側の面とに形成されていることを特徴とする請求項７
記載の超音波プローブ。
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【請求項１１】
　前記第３の電気的接続手段は、前記第１の面の外側に向かって段階的に形成されている
ことを特徴とする請求項７記載の超音波プローブ。
【請求項１２】
　前記第１のインターフェースデバイスは、前記第１の領域に対応する前記複数の電極を
分配する基板ベース多層としての前記第１の電気的接続手段を有することを特徴とする請
求項１乃至１１のうちいずれか一項記載の超音波プローブ。
【請求項１３】
　前記第１のインターフェースデバイスは、前記音響素子アレイの積層面に直接形成され
る集積分配層としての前記第１の電気的接続手段を有することを特徴とする請求項１乃至
１１のうちいずれか一項記載の超音波プローブ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　超音波診断画像システムの高密度トランスデューサアレイのインターフェースを実現す
る超音波プローブに関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波検診の分野において、音響アレイは、音響アレイで検出された超音波に基づいて
画像を生成するために、最終的に処理デバイスに接続される。現代の超音波診断装置では
、多くの音響アレイが２次元（２Ｄ）になっている。２Ｄアレイでトランスデューサ素子
の数が大幅に増大したので、単位面積当たりの接続密度もまた、２Ｄトランスデューサア
レイでは大幅に増大した。密度の増大により、高密度トランスデューサアレイを一般に低
密度の接続部を有する他のデバイスに接続する際に、いくらかの困難が生じる。
【０００３】
　超音波診断装置のプローブ内の高密度音響アレイと所定の低密度デバイスとの間の接続
を改善するためのいくつかの試みがあった。一般に、従来技術の試みには、プローブ内の
高密度音響アレイと所定の低密度デバイスとの間の直接接続が含まれていた。１つの従来
技術の試みでは、高密度の２Ｄトランスデューサアレイを接続するために複数の低密度フ
レキシブルケーブルを用意した。リボンケーブルなどのフレキシブルケーブル、またはフ
レキシブルプリント回路（ＦＰＣ）は、トランスデューサアレイを接続するのに便利で安
価であるが、フレキシブルケーブルは、プローブ内で望ましくない大きさの物理的空間を
占める。
【０００４】
　別の従来技術の試みでは、高密度２Ｄトランスデューサアレイを接続するための物理的
空間を縮小するために、複数のＦＰＣが積層化される。この多層ＦＰＣはまた、スルーホ
ールとビアホールとを使用して、相互接続部を有するように構築される。空間利用の効率
改善にもかかわらず、多層ＦＰＣは構造上の厚さが増し、これにより裏打ち材料、音響層
および超音波トランスデューサ素子の間で音響インピーダンスの問題がしばしば生じた。
さらに、多層ＦＰＣは構造がかなり剛性であるので、プローブ内で利用するのに使いにく
くなった。
【０００５】
　さらに別の従来技術の試みでは、２Ｄトランスデューサと裏打ち材料の間に配置された
集積回路（ＩＣ）と組み合わせて１対のフレキシブルケーブルを利用した。これら２本の
フレキシブルケーブルはそれぞれ、音響アレイの前後の出力面の各電極に接続する。電極
を２つの面に設けることによって接続密度を低くして、フレキシブルケーブルなどの低密
度デバイスに対応する。ＩＣは、スルーシリコンビア（ＴＳＶ：through silicon via）
を使用して２本のフレキシブルケーブルを接続するが、ＴＳＶプロセスには一定の最小厚
さが必要であるので、ＩＣは、この必要な厚さに起因する音響インピーダンスの問題を引
き起こす。また、この様なＩＣをボンディングによって接続する場合には、プローブ内の
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熱がこもりやすいという問題も発生する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上述の例示的な従来技術の試みを考慮すると、超音波診断装置は、高密度音響アレイを
接続するための改善されたインターフェースを依然として必要としている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　一実施形態に係る超音波プローブは、端面に電極が設けられた複数の音響素子を二次元
状に配列して形成され、前記複数の電極が第１の面において所定の密度で配列された音響
素子アレイと、前記音響素子アレイが積層され、前記第１の面の少なくとも第１の領域に
対応する前記複数の電極から、前記所定の密度より低い第１の密度を持って１対１の対応
を維持しながら電気配線を配分する第１の電気的接続手段を有する第１のインターフェー
スデバイスと、を具備ものである。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本実施形態に係る超音波診断装置の概略図。
【図２】本実施形態に係る超音波プローブの断面図。
【図３Ａ】本実施形態に係る、２Ｄアレイ接続を再分配するためのプリントビルドアップ
基板構造を使用したインターフェースデバイスを含むトランスデューサアレイアセンブリ
の上面図。
【図３Ｂ】本実施形態に係る、２Ｄアレイ接続を再分配するためのプリントビルドアップ
基板構造を使用したインターフェースデバイスを含む、トランスデューサアレイアセンブ
リの図３Ａの線Ａ－Ａにおける断面図。
【図４Ａ】他の実施形態に係る、２Ｄアレイ接続を再分配するためのプリントビルドアッ
プ基板構造を使用したインターフェースデバイスを含むトランスデューサアレイアセンブ
リの上面図。
【図４Ｂ】本実施形態に係る、２Ｄアレイ接続を再分配するためのプリントビルドアップ
基板構造を使用したインターフェースデバイスを含む、トランスデューサアレイアセンブ
リの図４Ａの線Ａ－Ａにおける断面図。
【図５】他の本実施形態に係る、２Ｄアレイ接続を再分配するための再分配層（ＲＤＬ：
Redistribution Layer）を使用したインターフェースデバイスを含むトランスデューサア
レイアセンブリを示す図。
【図６】他の本実施形態に係る、２Ｄアレイ接続を再分配するための１対の再分配層（Ｒ
ＤＬ）を使用したインターフェースデバイスを含むトランスデューサアレイアセンブリを
示す図。
【図７Ａ】他の実施形態に係る、２Ｄアレイ接続を再分配するための直接積層構造を使用
したインターフェースデバイスを含むトランスデューサアレイアセンブリの上面図。
【図７Ｂ】他の実施形態に係る、２Ｄアレイ接続を再分配するための直接積層化構造を使
用したインターフェースデバイスを含む、トランスデューサアレイアセンブリの図７Ａの
線Ａ－Ａにおける断面図。
【図７Ｃ】他の実施形態に係る、２Ｄアレイ接続を再分配するための直接積層化構造を使
用した２つのインターフェースデバイスを含む、トランスデューサアレイアセンブリの図
７Ａの線Ａ－Ａにおける断面図。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　超音波診断装置の例示的な諸実施形態を、添付の図面を参照して詳細に以下で説明する
。ここで図１を参照すると、概略図は、第１の実施形態に係る超音波診断装置を示す。こ
の第１の実施形態は、超音波プローブ１００と、モニタ１２０と、タッチ入力部１３０と
、非タッチ入力部２００と、装置本体１０００とを含む。超音波プローブ１００の一実施
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形態は複数の圧電振動子を含み、この圧電振動子は、装置本体１０００に収納された送信
部１１１から供給される駆動信号に基づいて超音波を発生する。超音波プローブ１００は
また、被験者Ｐｔからの反射波を受信し、それを電気信号に変換する。さらに、超音波プ
ローブ１００は、圧電振動子に設けられた整合層と、圧電振動子から逆方向への超音波の
伝搬を防止する裏打ち材料とを含む。
【００１０】
　超音波が超音波プローブ１００から被験者Ｐｔに送信されると、送信超音波は、被験者
Ｐｔの体内組織の音響インピーダンス不連続面で連続的に反射され、さらに超音波プロー
ブ１００の圧電振動子によって反射波信号として受信される。受信される反射波信号の振
幅は、超音波を反射する各不連続面の音響インピーダンスの差に依存する。例えば、送信
超音波パルスが、移動する血流または心臓壁の表面で反射される場合、反射波信号は周波
数偏移の影響を受ける。つまり、ドプラ効果により反射波信号は、移動物体の超音波送信
方向の速度成分に依存する。
【００１１】
　装置本体１００は、最終的に超音波画像を生成する。装置本体１０００は、患者の対象
領域に向けてプローブ１００からの超音波の送信を制御すると共に、超音波プローブ１０
０における反射波の受信を制御する。装置本体１０００は、送信部１１１と、受信部１１
２と、Ｂモード処理ユニット１１３と、ドプラ処理ユニット１１４と、画像処理ユニット
１１５と、画像メモリ１１６と、制御部１１７と、内部記憶ユニット１１８とを含み、こ
れらのすべてが内部バスを介して接続される。
【００１２】
　送信部１１１は、トリガ発生回路と、遅延回路と、パルス回路などを含み、駆動信号を
超音波プローブ１００に供給する。パルス回路は、特定のレート周波数の送信超音波を形
成するためのレートパルスを繰り返して発生する。遅延回路は、超音波プローブ１００か
らの超音波をビームに集束し、送信指向性を決定するために、それぞれの圧電振動子を利
用するためのパルス回路からのレートパルスの遅延時間を制御する。トリガ発生回路は、
レートパルスに基づいて駆動信号（駆動パルス）を超音波プローブに印加する。
【００１３】
　受信部１１２は、増幅器回路、アナログディジタルコンバータ（Ａ／Ｄ）、および加算
器などを含み、超音波プローブ１００で受信された反射波信号に様々な処理を行うことに
よって反射波データを生成する。増幅器回路は、反射波信号を増幅することによって利得
補正を行う。Ａ／Ｄコンバータは、利得補正された反射波信号をアナログ形式からディジ
タル形式に変換し、受信指向性を決定するために必要な遅延時間を設ける。加算器は、Ａ
／Ｄコンバータからのディジタル変換された反射波信号を加算することによって反射波デ
ータを生成する。加算処理によって加算器は、反射波信号の受信指向性と一致する方向か
らの反射成分を強調する。上述の方法では、送信部１１１および受信部１１２はそれぞれ
、超音波送信時の送信指向性および超音波受信時の受信指向性を制御する。
【００１４】
　装置本体１０００はさらに、Ｂモード処理ユニット１１３と、ドプラ処理ユニット１１
４とを含む。Ｂモード処理ユニット１１３は、受信部１１２から反射波データを受け取る
と共に、輝度によって信号強度が表されるデータ（Ｂモードデータ）を生成するために対
数増幅および包絡線検波処理などを行う。ドプラ処理ユニット１１４は、受信部１１２か
ら受け取られた反射波データの速度情報に対して周波数解析を行う。ドプラ処理ユニット
１１４は、ドプラ効果によって血流、組織および対比媒体のエコーの成分を抽出する。ド
プラ処理ユニット１１４は、多数の点に対して、平均速度、分布、パワーなどの移動物体
情報に関するドプラデータを生成する。
【００１５】
　装置本体１０００はさらに、超音波画像データの画像処理に関連する付加ユニットを含
む。画像処理ユニット１１５は、Ｂモード処理ユニット１１３からのＢモードデータ、ま
たはドプラ処理ユニット１１４からのドプラデータから超音波画像を生成する。具体的に
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は、画像処理ユニット１１５は、ＢモードデータからＢモード画像を、ドプラデータから
ドプラ画像をそれぞれ生成する。さらに、画像処理ユニット１１５は、超音波スキャンの
スキャンライン信号系列をテレビなどの所定の映像フォーマットのスキャンライン信号系
列に変換すなわちスキャン変換する。画像処理ユニット１１５は最終的に、表示デバイス
用のＢモード画像またはドプラ画像などの超音波表示画像を生成する。画像メモリ１１６
は、画像処理ユニット１１５で生成された超音波表示画像データを記憶する。
【００１６】
　制御部１１７は、超音波診断装置内の処理全体を制御する。具体的には、制御部１１７
は、入力部を介して操作者によって入力された様々な設定要求と、内部記憶ユニット１１
８から読み出された様々な制御プログラムと様々な設定情報とに基づいて、送信部１１１
と、受信部１１２と、Ｂモード処理ユニット１１３と、ドプラ処理ユニット１１４と、画
像処理ユニット１１５とによって行われる処理を制御する。例えば制御プログラムは、超
音波送受信、画像処理、および表示処理のための命令からなる特定のプログラム化シーケ
ンスを実行する。設定情報は、患者ＩＤおよび医師の意見、診断プロトコル、および他の
情報などの診断情報を含む。さらに、内部記憶ユニット１１８は、必要に応じて、画像メ
モリ１１６内に記憶された画像を記憶するために使用される。内部記憶ユニット１１８に
記憶された特定のデータは、インターフェース回路を介して外部周辺デバイスに任意選択
で転送される。最後に、制御部１１７はまた、画像メモリ１１６内に記憶されていた超音
波画像を表示するためのモニタ１２０を制御する。
【００１７】
　複数の入力部が、本実施形態に係る超音波診断装置に存在する。モニタまたは表示部１
２０は上述の超音波画像を表示するが、表示部１２０は加えて、超音波診断装置の第１の
実施形態で、システムユーザインターフェースのための単体のタッチパネル、または他の
入力部と組み合わせたタッチパネルなどの入力部としても機能する。表示部１２０は、様
々な設定要求を入力するためのグラフィカルユーザインターフェース（ＧＵＩ）を入力部
１３０と併せて超音波診断装置の操作者に提供する。入力部１３０は、マウスと、キーボ
ードと、ボタンと、パネルスイッチと、タッチコマンドスクリーンと、フットスイッチと
、トラックボールなどを含む。表示部１２０と入力部１３０を組み合わせたものは、超音
波診断装置の操作者から所定の設定要求および動作指示を受け取る。表示部１２０と入力
部１３０を組み合わせたものは次に、装置本体１０００に送信されるべき受信された設定
要求およびまたは指示のそれぞれに対し信号または命令を生成する。例えば、次回のスキ
ャンセッション時の対象領域を設定するために、マウスおよびモニタを使用して要求が作
られる。別の例では、操作者が、画像処理ユニット１１５によって画像上で行われるべき
画像処理の開始および終了を、処理実行スイッチを介して指定する。
【００１８】
　次に図２を参照すると、図は、本実施形態に係る超音波プローブ１００の関連部分の断
面図を示す。超音波プローブ１００の例示的な実施形態はさらに、音響素子部分２００と
、インターフェースデバイス２２０と、裏打ち部分２４０とを含む。音響素子部分２００
の一実施態様は、超音波を発生し患者に向けて送信する圧電振動子などの、所定の数の音
響素子から構成される高密度２Ｄ音響アレイまたはスタックである。音響素子部分２００
はまた、患者から反射された超音波エコーすなわち音響信号を受信して、これらを電気信
号に変換する。インターフェースデバイス２２０の一実施態様は、組み立てられた後で音
響素子部分２００の直近に配置される相対的に剛性の構造物を含む。つまり、インターフ
ェースデバイス２００は、例えば配列間隔や素子の変形、変形による応力等により高密度
２Ｄ音響アレイが破壊されることを防止するため（複数の音響素子の配列間隔或いは複数
の音響素子の形状を維持するため）、高密度２Ｄ音響アレイとの電気的接続を維持するた
めに、所定の剛性を有するものであり、物理的接続部をインターフェースするための剛性
のインターフェース領域を有する剛性媒体として具体化される。従って、典型的には、イ
ンターフェースデバイス２００は、ＦＰＣに比して高い剛性を持つことが必要とされるが
、高密度２Ｄ音響アレイの変形による破壊が防止できるのであれば、ある程度の柔軟性を
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持つものであってもよい。
【００１９】
　この様に、ＦＰＣに対して相対的に剛性を持つ構造物としてのインターフェースデバイ
ス２２０は、少なくとも１つの所定の横方向に、音響素子部分２００の設置面積を越えて
延びる。インターフェースデバイス２２０の例示的な一実施態様は、さらに説明するよう
に、２Ｄトランスデューサアレイ接続を再分配するためのプリントビルドアップ基板構造
物である。さらに、超音波プローブ１００は、圧電振動子に設けられた整合層と、圧電振
動子からの超音波の逆方向伝搬を防止する裏打ち部分２４０としての裏打ち材料とを含む
。裏打ち部分２４０は、この実施形態ではインターフェースデバイス２２０の後に置かれ
ているが、他の実施形態では、インターフェースデバイス２２０に対して上記の相対的場
所に限定されない。
【００２０】
　引き続き図２を参照すると、インターフェースデバイス２２０の実施形態では、音響素
子部分２００からの電気出力接続部のそれぞれと、延長領域２２０Ａに配置されたハンダ
パッドなどの電気出力接続部のうちの対応する１つとの間の１対１の接続を維持しながら
、電気接続部の密度を変える。単位表面積当たりの物理的電気接続部の密度は、本実施形
態によって密度と定義される。つまり、音響アレイ２００は、音響素子の所定の高密度を
有し、インターフェースデバイス２２０は、一方の端部で高密度音響アレイ２００に高密
度レベルで接続する。他方の端部では、インターフェースデバイス２２０は、高密度音響
アレイ２００からの１対１の個別接続を維持しながら、所定の高密度よりも低い中間の密
度レベルの電気接続を実現する。その結果、低密度デバイスおよび高密度デバイスの電気
接続密度を大幅に修正することなく、フレキシブルリボンケーブルまたはフレキシブルプ
リント回路板などの低密度デバイスが有利に、中間の密度側でインターフェースデバイス
２２０と接続される。
【００２１】
　さらに、単純な１対１の相互接続により、インターフェースデバイス２２０の実施形態
では構造が、両矢印で示された図の垂直方向において相対的に薄い。その結果、インター
フェースデバイス２２０は、その相対的に薄い構造により、音響アレイ２００の音響イン
ピーダンス問題を実質的に回避または低減する。
【００２２】
　次に図３Ａを参照すると、図は、本実施形態に係る、２Ｄアレイ接続を再分配するため
のプリントビルドアップ基板構造を使用したインターフェースデバイスを含むトランスデ
ューサアレイアセンブリの一実施形態の上面図を示す。２Ｄアレイ２００は、例示の目的
のために８行×８列だけの音響素子２０２を有するものの、いかなる特定のサイズにも限
定されず、高密度のより多数の音響素子２０２を含む。２Ｄアレイ２００は、高密度相互
接続（ＨＤＩ：high-density interconnect）または高密度パッケージ（ＨＤＰ：high-de
nsity packaging）などのプリントビルドアップ基板構造物を使用して、既製インターフ
ェースデバイス２２０－１の上に固定して設置される。一実施形態では、既製インターフ
ェースデバイス２２０－１は、２Ｄアレイ２００の設置面積よりも全体的に大きく、４つ
の横方向に延びる。他の諸実施形態では、既製インターフェースデバイス２２０－１は、
特定のサイズまたは形状に限定されない。
【００２３】
　引き続き図３Ａを参照すると、既製インターフェースデバイス２２０－１の延長部分は
表面領域２２０Ａとなり、この領域には、ハンダボールまたはハンダパッドなどの電気接
続部２２２が、２Ｄアレイ２００の電気出力接続密度よりも一般に低い所定の接続密度で
配置される。図示の例示的実施形態では、既製インターフェースデバイス２２０－１は、
８×８音響アレイ２００の６４個の音響素子２０２に対して６４個の電気接続部２２２を
延長面領域２２０Ａの片面に提供する。この片面は、図３Ｂで明らかに分かるように、既
製インターフェースデバイス２２０－１の上面である。同時に、各電気接続部は、やはり
さらに説明するように、２Ｄアレイ２００の電気出力接続部と既製インターフェースデバ
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イス２２０－１の電気接続部２２２との間で１対１になっている。
【００２４】
　次に図３Ｂを参照すると、図は、本実施形態による、２Ｄアレイ接続を再分配するため
のプリントビルドアップ基板構造を使用したインターフェースデバイスを含む、トランス
デューサアレイアセンブリの実施形態の図３Ａの線Ａ－Ａにおける断面図を示す。既製イ
ンターフェースデバイス２２０－１は、２Ｄアレイ２００と裏打ち材料２４０の間に固定
して設置される。既製インターフェースデバイス２２０－１は、一実施形態では、２Ｄア
レイ２００と裏打ち材料２４０とを越え横方向に延びて延長面領域２２０Ａを形成する。
既製インターフェースデバイス２２０－１は、他の諸実施形態では特定のサイズ、形状ま
たは内部構造に限定されない。
【００２５】
　引き続き図３Ｂを参照すると、既製インターフェースデバイス２２０－１は、１対１の
接続を維持しながら電気接続密度を変える。既製インターフェースデバイス２２０－１は
、所定の高密度で２Ｄアレイ２００との電気接続を行う。つまり高密度接続は、一方の端
部では、音響素子２０２の金属パッド２０４とインターフェースデバイス２２０－１の内
部ハンダパッド２２４とを介して行われる。それぞれの音響素子２０２はさらに、整合層
２０２Ａと、ＰＺＴ素子またはＭＵＴ素子などの超音波トランスデューサ２０２Ｂと、反
整合層２０２Ｃとを含む。次に、高密度接続は、別々に形成された基板ベース多層である
再分配層内の個別トレース２２６を介して、延長面領域２２０Ａの方へ再分配される。ト
レース２２６はそれぞれ、他方の端部で、外側ハンダパッド２２２のうちの対応する１つ
と接続される。外側ハンダパッド２２２は、延長面領域２２０Ａの上面にだけ所定の中間
密度で配置される。再分配の結果、高密度接続は、１対１の接続を維持しながら中間密度
に変換される。フレキシブルケーブルまたはフレキシブルプリント回路などの所定の低密
度デバイス１６０は、本実施形態では、インターフェースデバイス２２０－１の所定の片
面で外側ハンダパッド２２２に接続される。図示の実施形態では、中間密度外側ハンダパ
ッド２２２をインターフェースデバイス２２０－１の片面に設けているが、他の諸実施形
態は、外側ハンダパッド２２２を片面または全面に有することに限定されない。
【００２６】
　次に図４を参照すると、図は、本実施形態による、２Ｄアレイ接続を再分配するための
プリントビルドアップ基板構造を使用したインターフェースデバイスを含むトランスデュ
ーサアレイアセンブリの別の実施形態の上面図を示す。２Ｄアレイ２００は、例示の目的
のために８行×８列だけの音響素子２０２を有するものの、いかなる特定のサイズにも限
定されず、高密度のより多数の音響素子２０２を含む。２Ｄアレイ２００は、高密度相互
接続（ＨＤＩ）または高密度パッケージ（ＨＤＰ）などのプリントビルドアップ基板構造
物を使用して、既製インターフェースデバイス２２０－２の上に固定して設置される。一
実施形態では、既製インターフェースデバイス２２０－２は、２Ｄアレイ２００の設置面
積よりも全体的に大きく、４つの横方向に延びる。他の諸実施形態では、既製インターフ
ェースデバイス２２０－２は、特定のサイズまたは形状に限定されない。
【００２７】
　引き続き図４Ａを参照すると、既製インターフェースデバイス２２０－２の延長部分は
表面領域２２０Ａとなり、この領域には、ハンダボールまたはハンダパッドなどの電気接
続部２２２が、２Ｄアレイ２００の電気出力接続密度よりも一般に低い所定の接続密度で
配置される。図示の例示的実施形態では、既製インターフェースデバイス２２０－２は、
５２個（１４＋１４＋１２＋１２）の電気接続部２２２を延長面領域２２０Ａの上面に提
供する。この上面図では示されていないが、既製インターフェースデバイス２２０－２は
また、１２個の電気接続部２２２を延長面領域２２０Ａの下面に提供する。すなわち、既
製インターフェースデバイス２２０－２は、８×８音響アレイ２００の６４個の音響素子
２０２に対して合計６４個の接続部を提供する。同時に、各電気接続部は、さらに説明す
るように、２Ｄアレイ２００の電気出力接続部と既製インターフェースデバイス２２０－
２の電気接続部２２２との間で１対１になっている。
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【００２８】
　次に図４Ｂを参照すると、図は、本実施形態による、２Ｄアレイ接続を再分配するため
のプリントビルドアップ基板構造を使用したインターフェースデバイスを含む、トランス
デューサアレイアセンブリの実施形態の図４Ａの線Ａ－Ａにおける断面図を示す。２Ｄア
レイ２００は、プリントビルドアップ基板構造を使用した既製インターフェースデバイス
２２０－２と裏打ち材料２４０との間に固定して設置される。既製インターフェースデバ
イス２２０－２は、一実施形態では、２Ｄアレイ２００と裏打ち材料２４０とを越え横方
向に延びて延長面領域２２０Ａを形成する。既製インターフェースデバイス２２０－２は
、他の諸実施形態では特定のサイズ、形状または内部構造に限定されない。
【００２９】
　引き続き図４Ｂを参照すると、既製インターフェースデバイス２２０－２は、１対１の
接続を維持しながら電気接続密度を変える。既製インターフェースデバイス２２０－２は
、所定の高密度で２Ｄアレイ２００との電気接続を行う。つまり高密度接続は、一方の端
部では、音響素子２０２の金属パッド２０４とインターフェースデバイス２２０－２の内
部ハンダパッド２２４とを介して行われる。音響素子２０２のそれぞれはさらに、整合層
２０２Ａと、ＰＺＴ素子またはＭＵＴ素子などの超音波トランスデューサ２０２Ｂと、反
整合層２０２Ｃとを含む。次に、高密度接続は、別々に形成された基板ベース多層である
再分配層内の個別トレース２２６およびまたはビア２２７を介して、延長面領域２２０Ａ
の方へ再分配される。トレース２２６およびまたはスルーホール２２７はそれぞれ、他方
の端部で、外側ハンダパッド２２２のうちの対応する１つと接続される。外側ハンダパッ
ド２２２は、延長面領域２２０Ａの上面と下面の両方に所定の中間密度で配置される。再
分配の結果、高密度接続は、１対１の接続を維持しながら中間密度に変換される。フレキ
シブルケーブル１６０などの所定の低密度デバイスは、本実施形態では、インターフェー
スデバイス２２０－２の両面の外側ハンダパッド２２２に接続される。低密度デバイスは
また、フレキシブルケーブル１６０の代わりに使用される、またはそれと組み合わせて使
用されるプリント回路板を含む。図示の実施形態では、中間密度外側ハンダパッド２２２
をインターフェースデバイス２２０－２の両面に設けているが、他の諸実施形態では、外
側ハンダパッド２２２を片面に有することに限定される。
【００３０】
　次に、図３Ｂおよび図４Ｂを参照すると、延長面領域２２０Ａは任意選択で、本実施形
態による同じ所定の中間密度に基づいて異なるサイズで実施される。延長面領域２２０Ａ
の両側すなわち両面が、インターフェースデバイス２２０－２の場合のように外側ハンダ
パッド２２２を実装されているので、インターフェースデバイス２２０－１の場合のよう
に外側ハンダパッド２２２を実装されている延長面領域２２０Ａの片側すなわち片面と比
較して、任意選択で必要とされる領域が小さい。その結果、インターフェースデバイス２
２０－２の実施形態では、トランスデューサアレイアセンブリ全体のサイズが有利に低減
される。一方、インターフェースデバイス２２０－２が任意選択で、ビアまたはスルーホ
ール２２７を使用して実施される場合、インターフェースデバイス２２０－２の必要な厚
さは、スルーホールがないインターフェースデバイス２２０－１よりも厚くなる可能性が
ある。さらに、第１のインターフェースデバイス２２０－１および第２のインターフェー
スデバイス２２０－２は一般に、フリップチップパッケージ基板技術を使用して製造され
る。フリップチップパッケージ基板技術は、２Ｄトランスデューサアレイに適した高密度
相互接続をサポートする低コスト大量プロセスである。
【００３１】
　次に、２Ｄアレイ接続を再分配するための再分配層（ＲＤＬ）２３０を使用したインタ
ーフェースデバイスを含むトランスデューサアレイアセンブリの別の実施形態である図５
を参照する。ＲＤＬ　２３０は、２Ｄアレイ２００の裏打ちまたは圧電物質とフリップチ
ップパッケージ２６０との間のインターフェースとして使用される。ＲＤＬ　２３０は、
ＰＺＴ、裏打ち、またはＣＭＵＴ技術に直接適用される別の高密度相互接続技術である。
再分配層は、少なくとも一方の端部で１ミクロン未満の高密度を接続する能力がある。つ
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まり、このインターフェースデバイスは、物理的接続部をインターフェースするための剛
性のインターフェース領域を有する剛性媒体として具体化される。再分配層は、他方の端
部でフレキシブル媒体として具体化される低密度デバイスを接続する能力がある。
【００３２】
　次に、２Ｄアレイ接続を再分配するための１対の再分配層（ＲＤＬ）２３０Ａおよび２
３０Ｂを使用したインターフェースデバイスを含むトランスデューサアレイアセンブリの
さらに別の実施形態である図６を参照する。ＲＤＬ　２３０Ａおよび２３０Ｂは、２Ｄア
レイ２００の裏打ちまたは圧電物質とフリップチップパッケージ２６０Ａおよび２６０Ｂ
との間のインターフェースとして使用される。ＲＤＬ　２３０Ａおよび２３０Ｂはそれぞ
れ、２Ｄアレイ２００の上面および下面の出力端子または接続部を接続するために形成さ
れる。さらに、ＲＤＬ　２３０Ａおよび２３０Ｂが上面および下面に直接形成された後に
、フリップチップパッケージ２６０Ａおよび２６０Ｂが、形成されたＲＤＬ　２３０Ａお
よび２３０Ｂの上に設置される。ＲＤＬ　２３０Ａおよび２３０Ｂは、ＰＺＴ素子、裏打
ち、またはＣＭＵＴ技術に直接適用される別の高密度相互接続技術である。つまり、この
再分配層（ＲＤＬ）２３０Ａおよび２３０Ｂは、物理的接続部をインターフェースするた
めの剛性のインターフェース領域を有する剛性媒体として具体化される。図６は、１対の
ＲＤＬ　２３０Ａおよび２３０Ｂがある実施形態を示しているが、一代替実施形態では、
ＲＤＬ　２３０Ａおよび２３０Ｂのいずれか一方が２Ｄアレイ２００の上面または下面に
形成される。
【００３３】
　図７Ａは、２Ｄアレイ接続を再分配するための直接積層構造を使用したインターフェー
スデバイスを含むトランスデューサアレイアセンブリの別の実施形態の上面図を示す。２
Ｄアレイ２００は、例示の目的のために６行×６列だけの音響素子２０２を有するものの
、いかなる特定のサイズにも限定されず、高密度のより多数の音響素子２０２を含む。イ
ンターフェースデバイス２２０－３の再分配層（ＲＤＬ）は、１組の所定の材料を積層す
ることによって２Ｄアレイ２００の上に直接形成される。つまり、インターフェースデバ
イス２２０－３は集積再分配層である。製造されたインターフェースデバイス２２０－３
は、２Ｄアレイ２００のＰＺＴ素子またはＭＵＴ素子の設置面積よりも全体的に大きく、
一実施形態では４つの横方向に延びるが、他の諸実施形態では特定のサイズまたは形状に
限定されない。
【００３４】
　引き続き図７Ａを参照すると、製造されたインターフェースデバイス２２０－３の延長
部分は表面領域２２０Ａとなり、この領域には、ハンダボールまたはハンダパッドなどの
電気接続部２２２が、２Ｄアレイ２００の電気出力接続密度よりも一般に低い所定の接続
密度で配置される。図示の例示的実施形態では、製造されたインターフェースデバイス２
２０－３は、３６個の電気接続部２２２を、３６個の音響素子２０２の６×６音響アレイ
２００の片面で延長面領域２２０Ａに提供する。この片面は、図７Ｂで明らかに分かるよ
うに、製造されたインターフェースデバイス２２０－３の下面である。同時に、各電気接
続部は、さらにまた説明するように、２Ｄアレイ２００の電気出力接続部と、製造された
インターフェースデバイス２２０－３の電気接続部２２２との間で１対１になっている。
【００３５】
　図７Ｂは、２Ｄアレイ接続を再分配するための直接積層化構造を使用したインターフェ
ースデバイスを含む、トランスデューサアレイアセンブリの実施形態の図７Ａの線Ａ－Ａ
における断面図を示す。製造されたインターフェースデバイス２２０－３は、２Ｄアレイ
２００の上に直接形成されている。一実施形態では、製造されたインターフェースデバイ
ス２２０－３は、２Ｄアレイ２００のＰＺＴ素子またはＭＵＴ素子２０２の設置面積より
も全体的に大きく、かつ４つの横方向に延びるので、インターフェースデバイス２２０－
３の延長部分は、２Ｄアレイ２００の延長設置面積部分２０３によって支持される。他の
諸実施形態では、製造されたインターフェースデバイス２２０－３は特定のサイズ、形状
または内部構造に限定されない。
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【００３６】
　引き続き図７Ｂを参照すると、製造されたインターフェースデバイス２２０－３は、１
対１の接続を維持しながら電気接続密度を変える。製造されたインターフェースデバイス
２２０－３は、所定の高密度で２Ｄアレイ２００との電気接続を行う。つまり高密度接続
は、一方の端部では、音響素子２０２の金属パッド２０４とインターフェースデバイス２
２０－３の内部ハンダパッド２２４とを介して行われる。次に、高密度接続は、別々に形
成された基板ベース多層である再分配層内の個別トレース２２６を介して、延長面領域２
２０Ａの方へ再分配される。トレース２２６はそれぞれ、他方の端部で、外側ハンダパッ
ド２２２のうちの対応する１つと接続される。外側ハンダパッド２２２は、延長面領域２
２０Ａの下面にだけ所定の中間密度で配置される。再分配の結果、高密度接続は、１対１
の接続を維持しながら中間密度に変換される。フレキシブルケーブルまたはフレキシブル
プリント回路などの所定の低密度デバイスは、本実施形態では、インターフェースデバイ
ス２２０－３の所定の片面で外側ハンダパッド２２２に接続される。図示の実施形態では
、中間密度外側ハンダパッド２２２をインターフェースデバイス２２０－３の片面に設け
ているが、他の諸実施形態は、外側ハンダパッド２２２をインターフェースデバイス２２
０－３の片面または全面に有することに限定されない。
【００３７】
　図７Ｃは、２Ｄアレイ接続を再分配するための直接積層化構造を使用した２つのインタ
ーフェースデバイスを含む、トランスデューサアレイアセンブリの実施形態の図７Ａの線
Ａ－Ａにおける断面図を示す。第１の製造されたインターフェースデバイス２２０－３は
、２Ｄアレイ２００の下面に直接形成されている。加えて、第２の製造されたインターフ
ェースデバイス２２０－４が、２Ｄアレイ２００の上面に直接形成されている。つまり、
インターフェースデバイス２２０－３および２２０－４はそれぞれ集積再分配層である。
一実施形態では、製造されたインターフェースデバイス２２０－３および２２０－４は、
２Ｄアレイ２００のＰＺＴ素子またはＭＵＴ素子２０２の設置面積よりも全体的に大きく
、かつ４つの横方向に延びるので、インターフェースデバイス２２０－３および２２０－
４の延長部分は、２Ｄアレイ２００の延長設置面積部分２０３によって支持される。イン
ターフェースデバイス２２０－３と２２０－４は、他の諸実施形態では特定のサイズ、形
状または内部構造に関して同じであることに限定されない。
【００３８】
　引き続き図７Ｃを参照すると、製造されたインターフェースデバイス２２０－３および
２２０－４は、１対１の接続を維持しながら電気接続密度を変える。製造されたインター
フェースデバイス２２０－３および２２０－４は、所定の高密度で２Ｄアレイ２００との
電気接続を行う。つまり高密度接続は、一方の端部では、音響素子２０２の金属パッド２
０４とインターフェースデバイス２２０－３の内部ハンダパッド２２４とを介して行われ
る。次に、高密度接続は、別々に形成された基板ベース多層である再分配層内の個別トレ
ース２２６を介して、延長面領域２２０Ａの方へ再分配される。トレース２２６はそれぞ
れ、他方の端部で、外側ハンダパッド２２２のうちの対応する１つと接続される。外側ハ
ンダパッド２２２は、延長面領域２２０Ａの下面にだけ所定の中間密度で配置される。再
分配の結果、高密度接続は、１対１の接続を維持しながら中間密度に変換される。フレキ
シブルケーブルまたはフレキシブルプリント回路などの所定の低密度デバイスは、本実施
形態では、インターフェースデバイス２２０－３および２２０－４の所定の片面で外側ハ
ンダパッド２２２に接続される。図示された実施形態では、インターフェースデバイス２
２０－３と２２０－４の間に実質的に同一の構造を設けるが、他の諸実施形態は、インタ
ーフェースデバイス２２０－３と２２０－４の間に実質的に同一の構造物を有することに
限定されない。
【００３９】
　次に、図７Ｂおよび図７Ｃを参照すると、延長面領域２２０Ａは任意選択で、本実施形
態による同じ所定の中間密度に基づいて異なるサイズで実施される。各延長面領域２２０
Ａは、図７Ｃのインターフェースデバイス２２０－３および２２０－４の場合と同様に外
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側ハンダパッド２２２を実装されているので、図７Ｂのインターフェースデバイス２２０
－３だけの延長面領域２２０Ａと比較して、任意選択で必要とされる領域が小さい。その
結果、インターフェースデバイス２２０－３および２２０－４の実施形態では、トランス
デューサアレイアセンブリ全体のサイズが有利に低減される。さらに、第１のインターフ
ェースデバイス２２０－３および第２のインターフェースデバイス２２０－４は一般に、
フリップチップパッケージ基板技術を使用して製造される。フリップチップパッケージ基
板技術は、２Ｄトランスデューサアレイに適した高密度相互接続をサポートする低コスト
大量プロセスである。
【００４０】
　上述した各実施形態においては、超音波プローブが二次元アレイプローブである場合を
例に説明した。しかしながら、当該例に拘泥されず、例えば超音波プローブが１．５次元
アレイプローブである場合であっても、上記各実施形態にて開示した構成は適用可能であ
る。
【００４１】
　また、上述した各実施形態においては、各音響素子２０２から引き出される配線を、イ
ンターフェースデバイス２２０の音響素子２０２積層面、或いは当該積層面と反対側の面
において引出し、フレキシブルケーブル１６０の配線とを接続する場合を例示した。しか
しながら、当該例に拘泥されず、インターフェースデバイス２２０の音響素子２０２積層
面から当該積層面と反対側の面にかけて、各音響素子２０２から引き出される配線を段階
的に引出し、フレキシブルケーブル１６０の配線とを接続するようにしてもよい。
【００４２】
また、上述した各実施形態においては、超音波診断装置に用いられる超音波プローブを典
型例として説明した。しかしながら、当該例に拘泥されず、例えば、建築等に用いられる
超音波センサーの超音波探触子に上記各実施形態にて開示した構成を適用することもでき
る。
【００４３】
　いくつかの実施形態を説明してきたが、これらの実施形態は例としてのみ提示されてお
り、本発明の範囲を限定するものではない。実際、本明細書に記載された新規の方法およ
びシステムは、様々な他の形態で具体化することができ、さらに、本発明の趣旨から逸脱
することなく、本明細書に記載された方法およびシステムの形態に様々な省略、置き換え
および変更を行うことができる。添付の特許請求の範囲およびその等価物は、本発明の範
囲に入るそのような形態または修正を包含するものである。
【符号の説明】
【００４４】
１００…超音波プローブ、１２０…モニタ、１３０…タッチ入力部、２００…非タッチ入
力部、１１１…送信部、１１２…受信部、１１３…Ｂモード処理ユニット、１１４…ドプ
ラ処理ユニット、１１５…画像処理ユニット、１１６…画像メモリ、１１７…制御部、１
１８…内部記憶ユニット、１６０…フレキシブルケーブル、２０２…音響素子、インター
フェースデバイス…２２０、２６０…フリップチップパッケージ、２３０…再分配層、１
０００…装置本体



(13) JP 2013-192959 A 2013.9.30

【図１】 【図２】

【図３Ａ】

【図３Ｂ】

【図４Ａ】

【図４Ｂ】

【図５】

【図６】



(14) JP 2013-192959 A 2013.9.30

【図７Ａ】

【図７Ｂ】

【図７Ｃ】



(15) JP 2013-192959 A 2013.9.30

10

20

30

フロントページの続き

(74)代理人  100095441
            弁理士　白根　俊郎
(74)代理人  100075672
            弁理士　峰　隆司
(74)代理人  100119976
            弁理士　幸長　保次郎
(74)代理人  100153051
            弁理士　河野　直樹
(74)代理人  100140176
            弁理士　砂川　克
(74)代理人  100158805
            弁理士　井関　守三
(74)代理人  100172580
            弁理士　赤穂　隆雄
(74)代理人  100179062
            弁理士　井上　正
(74)代理人  100124394
            弁理士　佐藤　立志
(74)代理人  100112807
            弁理士　岡田　貴志
(74)代理人  100111073
            弁理士　堀内　美保子
(74)代理人  100134290
            弁理士　竹内　将訓
(72)発明者  デビッド・オークス
            アメリカ合衆国、　イリノイ州　６００６１、　バーノン・ヒルズ、　ディアパス・ドライブ　７
            ０６　東芝メディカルリサーチ・アメリカ社内
Ｆターム(参考) 4C601 EE10  EE14  GB06  GB19  GB20  GB41 
　　　　 　　  5D019 AA26  BB19  BB28  BB29  FF04 



专利名称(译) 超声波探头

公开(公告)号 JP2013192959A 公开(公告)日 2013-09-30

申请号 JP2013060870 申请日 2013-03-22

[标]申请(专利权)人(译) 株式会社东芝
东芝医疗系统株式会社

申请(专利权)人(译) 东芝公司
东芝医疗系统有限公司

[标]发明人 デビッドオークス

发明人 デビッド·オークス

IPC分类号 A61B8/00 H04R17/00

CPC分类号 A61B8/4494 A61B8/4483 A61B8/4488 B06B1/0207 B06B1/0629 B06B2201/76

FI分类号 A61B8/00 H04R17/00.330.H H04R17/00.332.B

F-TERM分类号 4C601/EE10 4C601/EE14 4C601/GB06 4C601/GB19 4C601/GB20 4C601/GB41 5D019/AA26 5D019
/BB19 5D019/BB28 5D019/BB29 5D019/FF04

代理人(译) 中村诚
河野直树
井上 正
冈田隆

优先权 13/427633 2012-03-22 US

外部链接 Espacenet

摘要(译)

要解决的问题：为连接高密度声学阵列提供改进的超声波探头。 解决方
案：声学元件阵列通过在端面上二维地布置设置有电极的多个声学元件
202而形成，并且多个电极以预定密度排列在第一面上，声学元件阵列被
堆叠，并且对应于第一表面的至少第一区域的多个电极以低于预定密度
的第一密度彼此电连接，同时保持一个 - 并且第一接口装置220-2具有用
于分配布线的第一电连接装置。 点域4B
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